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災害時における避難行動要支援者の 
支援に関する取り組み状況 
― 備前市の現状 ―
備前市市長室危機管理課
岡　村　　　巧
第１　避難行動要支援者登録制度の取り組み
　本市では災害での取り組みとして、岡山県で初めてタイムラインの導入をし、事前防災に努めて
いるところである。また、自主防災組織の取り組みにも力を入れ、現時点で83組織が結成されてお
り、組織率は81.4％となっている。９月の防災週間には、市と連携をして、各地区、市内全域にて
防災訓練を行った。また、地区によっては、避難行動要支援者を想定した、車椅子での避難訓練を
行っている。
　次に、平成25年６月の災害対策基本法の改正による避難行動要支援者登録制度について、本市の
取り組みについて説明する。備前市では、平成16年７月に発生した新潟、福島、福井の大雨被害か
ら、住民の高齢化に伴い災害時要援護者の総合的かつ、効果的な災害対策の推進が必要であるとい
う認識を持ち、同年８月、災害時要援護者避難支援会議を開催した。さらに、９月に災害時要援護
者支援マニュアルの作成をするとともに、災害時要援護者のリストアップ（名簿作成）や個別避難
計画の作成を各地区の現状をよく知る民生委員及び自治会長が、直接要援護者本人の自宅を訪問す
るなどして同意を得る方式で作成し、市（高齢者担当と防災担当）に提出をしていただいた。しか
し、住民基本台帳との連携がなく、紙ベースの名簿作成の為、手入れが行き届いていないという現
状であった。このような中、平成23年３月の東日本大震災後の平成25年６月の災害対策基本法の改
正に伴い、市町村に避難行動要支援者名簿の作成が義務付けられた。実際に東日本大震災における、
被災地の死亡者数のうち65歳以上の高齢者の死亡者は約６割で、障害者の死亡率は被災住民全体の
死亡率の２倍を上回るという数字が出ている。
　また今回の法改正により、
１、避難行動要支援者名簿の作成を市町村に義務付けると共に、その作成に際して要援護者の氏
名等の個人情報を内部で目的外利用できる。
２、避難行動要支援者本人からの同意を得て、平常時から消防機関や民生委員等の避難支援関係
者に提供できる。
３、現に災害が発生、又は発生のおそれが生じた場合は、本人の同意の有無に関わらず、名簿情
報を避難支援関係者に提供できる。
「臨床法務研究」第17号
－74－
４、名簿情報の漏洩防止の為の必要な措置を講ずること　等が定められた。
　こうした中、本市では平成25年度より阪神・淡路大震災の被災地である西宮市が震災直後に作成
し、被災者支援に絶大な力を発揮した事が当時話題となったもので、東日本大震災で再び脚光を浴
びることとなった被災者支援システムの導入を行っている。この被災者支援システムは、災害によ
り基幹系システムで保持している住民基本台帳データ等の住民情報の喪失という最悪の状況を想定
した上で、あらかじめ被災者支援システム内に、住民情報を取り込んでおくことにより、住民情報
の喪失という最悪の状態を回避する事を目的としている。また、この被災者支援システムにより、
避難行動要支援者の情報を取り込み、支援者の検索や抽出、台帳管理をすすめている。
　また、平成26年５月に避難行動要支援者名簿の作成に向けての会議を危機管理課が中心となり、
システム関係の秘書調整課、住民基本台帳の市民窓口課、福祉関係の保険課・介護福祉課、社会福
祉課を集め行い、同意書の送付を平成27年２月から実施している。
第２　「避難行動要支援者登録制度の手引き」について
　配布資料について、この資料が、実際に送付した手引きと同意書になっている。手引きについて、
住民の方がわかりやすいものを作成をしていこうというかたちで作成した。「いざ避難する時、不安
ではありませんか。不安に思う方は是非登録をしましょう。」という表現で、手引きの作成をした。
　また、避難支援関係者とは、災害発生時に要援護者の避難支援などに関わる方で市内の警察、消
防団、それから民生委員、児童委員、社会福祉協議会、地元自主防災会（地元区会、町内会）であ
る。これらの方を避難支援等の関係者として、明記している。
　市に提出された登録申請書に基づいて、同意のあった方の避難行動要支援者名簿を作成している。
作成した名簿は、市内の警察、消防団、それから民生委員、児童委員、社会福祉協議会、地元自主
防災会で非常時から名簿を提供し、災害発生時の安否確認や避難する際の支援などに使用する予定
である。
　なお、「この名簿の情報は目的外の事には一切使用しません。」というかたちで記載をした。それ
から次に登録ができる方という事で、一人暮らしの高齢者の方、それから介護保険の認定を受けて
いる方、障害者手帳、療育手帳、精神障害者福祉手帳をお持ちの方、難病のある方、上記以外で自
ら避難をする事が困難な方を記載している。また、同意書について、配布資料に、記載例を添付し
ている。
　同意書について、備前市避難行動要支援者登録申請書（同意）書というような表現の仕方で、同
意書の作成をしている。特徴として、災害時の場合に本人の家族に連絡が取れない場合の連絡先と
しては、同時に被災をしない遠方の親戚の方等が最適となるので、遠くにおられる方の連絡先の記
載をして頂く形で一文を加えている。また、同意書の一番下に、お願いというかたちで「災害の状
況によっては、避難を支援する人も被災者となる事が考えられます。登録したからといって、必ず
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しも災害時に、避難の支援が保障されるものでない事をご承知下さい。日頃からの近所の付き合い
が大切です。」という様な形で、同意書の方を書いている。
　また、資料として付けているが、広報びぜんと備前市のホームページにて、この制度の掲載をし
て、周知の方を行った。
第３　備前市における現状と課題
　このような形で今年２月に対象者2,330名（介護保険の認定を受けている方が1,500名）（身体障害
者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持している方830名）をリストアップし、要支援者
に登録制度の手引き、登録申請書（同意書）の送付を行った。
　９月現在、一人暮らしの高齢者の方、介護認定を受けている方の登録が529名、身体障害者手帳、
療育手帳精神健康福祉手帳をお持ちの方の登録が222名となっており、32.2％の登録率となっており
ます。提出を頂いた同意書をそれぞれの担当課にて、データ入力をし、一括管理をしてあるパソコ
ンにて名簿の作成・切り出しを行い、データ提供を行うことで内部利用を行っている。
　作成した名簿には、住所、町内会名、氏名、性別、生年月日、連絡先、それから特記事項等を記
載して、平常時から関係機関に出す名簿（同意済みのもの）と、有事の際に出す名簿（同意なしの
もの）を作成をしているが、個人情報保護法及び備前市個人情報保護条例により保護されるべき個
人の権利利益と、災害時に個人の生命財産を守るために個人情報をその収集の目的外に利用する事
については、単純に良い悪い、適法違法の判断ではない部分があり、その都度、現状に応じて適切
に対応する必要があると感じている。
　避難行動要支援者名簿については、災害時においては要支援者の生命と財産を守る為、その個人
情報について利用する事に同意をいただくというものである。この名簿に掲載された方については、
消防・警察・地元防災組織、区会等に渡すことによって、一定の同意を得ている。また、その収集
の目的内の利用であるという観点からも個人情報保護法等の抵触について、必要以上にとらわれな
くても良いという意味合いを持っていると感じている。ただし、この部分を拡大解釈し名簿登録者
の個人情報を安易に利活用することは、あってはならないと名簿提供者に伝えると共に、担当者と
しても改めて慎重さをもっておくべきであると感じている。
　当市の現状としても、避難行動要支援者として市が把握している方の内、登録を頂いているのは
32％程度であり、登録率が高い状態とは言えない。避難行動要支援者の方に名簿登録について丁重
に説明をし、制度についてご理解を頂くことがこの名簿の登録率を高めることに繋がる唯一の方法
であると感じている。
　一方で、名簿登録者の生命・財産を優先して保護する為の制度でないことから「名簿に登録した
ことによるメリットは何ですか。」と尋ねられると、担当者としては答えに窮してしまうことにな
る。しかし、近所、地域での結びつきが薄くなり、共助という意識が薄れてきたと言われる現代に
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おいて、避難行動要支援者及びその地域の方に災害の備えについて日頃から意識していただくとい
う点については、地道ではあるが、確実に効果を上げていると感じている。今後もそれぞれの担当
課から登録の呼びかけを引き続き行い、避難行動要支援者制度の促進を進めていきたいと考えてい
る。
　最後に、今後も一層、こうした課題を解決し、行政機関や地域住民が動きやすい体制を整備して
いきたいと考えている。
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